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検討の背景 
 バーゼル法は、バーゼル条約の国内担保法であり、同条約の的確かつ円滑な実施を確
保するため、外為法に基づく輸出入の承認、輸出承認前の環境大臣による環境汚染防
止措置に係る確認（OECD加盟国向けリサイクル目的輸出は除く）、運搬・処分時の
移動書類の携帯義務等の措置を講じているもの。 

法制定から20年以上が経過し、法の規制対象となる非鉄金属二次資源の国際取引が
増大するなど、当時と比べて状況が大きく変化。 

 こうした中、輸出先での使用済鉛蓄電池の不適正処理の判明や、電子部品スクラップ等
の輸入における法に基づく手続に起因した諸外国との競争環境の不利などの課題が顕在
化。 

 これらの課題への対応については、日本再興戦略2016においても、平成28年度中の検
討と早期の必要な措置の実施が求められているところ。 

日本再興戦略2016（平成28年６月２日閣議決定）［抜粋］ 
 
ⅴ）資源価格の低迷下での資源安全保障の強化等 
 国内外での資源開発・確保の推進 
国内外で発生した二次資源（使用済鉛蓄電池、電子部品スクラップ等）について、我が国の
誇る環境技術の先進性をいかしつつ非鉄金属のリサイクルを着実に進めるため、特定有害廃
棄物等の輸出入等の規制に関する法律（平成４年法律第108号）における規制の在り方
等について、本年度中に検討を行い、その結果を踏まえ、早期に必要な措置を講じる。 

1 



検討体制及び経過 
 産業構造審議会の廃棄物・リサイクル小委員会の下に「有害廃棄物等越境移動ワーキング
グループ（バーゼルＷＧ）」を、中央環境審議会に「特定有害廃棄物の輸出入等の規制の
在り方に関する専門委員会」を設置し、合同会議を開催して検討。 

 合同会議を昨年10月から4回開催（10/31, 12/8, 12/26, 1/31）。第4回会議で報
告書をとりまとめ。 

有害廃棄物等越境移動ワーキンググループ（バーゼルＷＧ） 委員 
 
中村 崇  東北大学 多元物質科学研究所 教授（座長） 
出利葉 知郎 阪和興業株式会社 執行役員 
川瀬 剛志 上智大学 法学部 教授 
齊藤 栄子 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング 主任研究員 
佐藤 泉 弁護士 
清水 隆 日本鉱業協会 理事 
乗田 佐喜夫 （一社）日本鉄リサイクル工業会 専務理事 
馬場 未希 日経ＢＰ社 日経エコロジー 副編集長 
村上 進亮 東京大学大学院 工学系研究科 准教授 
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特定有害廃棄物の輸出入等の規制の在り方に関する専門委員会 委員 
 
細田 衛士  慶應義塾大学 経済学部 教授（座長） 
小島 道一 アジア経済研究所 上席主任調査研究員 
崎田 裕子 ジャーナリスト、環境カウンセラー 
島村 健 神戸大学大学院 法学研究科 教授 
髙村 ゆかり 名古屋大学大学院 環境学研究科 教授 
寺園 淳 国立環境研究所 資源循環・廃棄物研究センター 
 副センター長 
藤倉 まなみ 桜美林大学 教授 
森口 祐一 東京大学大学院 工学系研究科 教授 
森谷 賢 （公社）全国産業廃棄物連合会 専務理事 2 



産業構造審議会産業技術環境分科会 廃棄物・リサイクル小委員会有害廃棄物等越境移動ワーキンググループ 
中央環境審議会循環型社会部会 特定有害廃棄物等の輸出入等の規制の在り方に関する専門委員会 合同会議報告書 【概要】 

◯バーゼル法制定から20年以上が経過し、天然資源の枯渇やアジア各国の急速な経済成長を背景に、循環資源の国際取引が増加。 
◯輸出については、使用済鉛蓄電池や雑品スクラップのような有害廃棄物等が、輸出先国で不適正に処理される事案や、中古電気電子機器が、輸出先で不法取引として返送される事案が発生。 
◯輸入については、資源的な価値が高い一方で環境汚染等が生じるリスクが低い廃電子基板等について、諸外国と比べて煩雑な輸入手続が必要で、国際競争上の不利益を生じているなどの課題が存在。 
◯ 「日本再興戦略2016」（平成28年6月閣議決定）においても、本年度中の検討と、早期に必要な措置を実施することが求められている。 

 
 
 

背景 

環境汚染等が生じるリスクに応じて、バーゼル法の輸出入手続を見直すべき 基本的考え方 

 
 
 

輸出に係る課題と見直しの方向性 
① 使用済鉛蓄電池の輸出増大等を踏まえた輸出先での環境上適正な管理の確保 
【課題】 環境大臣の確認は不要とされているリサイクル目的でOECD加盟国向けに輸出された使用

済鉛蓄電池に不適正処理事案が発生。また、環境大臣の確認基準が不明確。 
【方向性】 
 輸出先で不適正処理が疑われる場合は、OECD加盟国向けであっても、環境上適正な管理の
確保を環境大臣が確認。特に、使用済鉛蓄電池については、早急に措置。 

 輸出に関する環境上適正な管理の環境大臣の確認基準を整備。 

② 雑品スクラップの不適正輸出に関する懸念等を踏まえた対応 
【課題】 雑品スクラップの特定有害廃棄物等への該非判断が難しく、バーゼル法に基づく手続を経

ずに不適正に輸出されているとの指摘。 
【方向性】 
 該非判断基準の整備等による取締り現場での迅速な規制対象物認定を実現。 
 規制対象物についての法的根拠の明確化。 
 廃掃法等の他法令と連携した取組による雑品スクラップ問題への対応。 

③ 我が国からの輸出に係るバーゼル条約に基づくシップバック対応の円滑化 
【課題】 我が国からの輸出貨物について輸出先国政府からシップバックを要請される事例が頻発。 
【方向性】 
 輸出先国でバーゼル条約の対象物であることが明確な物はバーゼル法規制対象物へ。 

④ OECD加盟国向け輸出手続の簡素化 
【課題】 EUは、アンバーリスト対象物について、OECD加盟国向けであって事前同意施設で処理す

る場合には、最大3年間の包括的同意を付与し、輸出手続を簡素化。 
【方向性】 
 OECD加盟国向けの事前同意施設での処理目的の輸出について、環境上適正な処理が行わ
れる限り手続を簡素化。 

⑤ 廃棄物処理法とバーゼル法の輸出における二重手続の改善 
【課題】 廃棄物処理法上の廃棄物と特定有害廃棄物等のいずれにも該当する物を輸出する場合

には、両法の手続を経る必要があり、手続が長期化。 
【方向性】 
 両法に基づく審査内容を点検し、その統一化を図ることで手続の重複を排除。 

 
 
 

輸入に係る課題と見直しの方向性 
① 環境汚染リスクが低い廃電子基板等の輸入承認手続の簡素化 
【課題】 EUは、廃電子基板等グリーンリスト対象物について、OECD非加盟国からの輸入に際して

も、事前の通告・同意が不要。アンバーリスト対象物についても、事前同意施設で処理する
場合には、最大3年間の包括的な同意を付与。EUとの競争環境上の不利な状態。 

【方向性】 
 環境汚染等のリスクが低いグリーンリスト対象物について、事前の通告・同意を不要とするなど手
続を見直し。 

 アンバーリスト対象物について、事前同意施設で処理する場合は輸入承認を不要とし、最大3
年間の包括的な同意を付与。 

② 我が国への輸入に係るバーゼル条約に基づくシップバック対応の円滑化 
【課題】 輸出者に責のある不法輸入貨物を輸出国にシップバックする際、通常の特定有害廃棄物

等の輸出と同一の審査及び手続を経なければならず、事実上、再輸出が不可。 
【方向性】 
 不法輸入された貨物を我が国からシップバック（再輸出）するときは、バーゼル法に基づく外為
法の輸出承認を不要に。 

 
 
 

その他の課題と見直しの方向性 
① 処理技術の進展等を図るための試験分析目的での輸出入の円滑化 
【課題】 EUでは、OECD決定を踏まえ、試験分析を目的とした25kg以下の有害廃棄物等の輸出

入を事前の通告・同意手続の対象外としている。 
【方向性】 
 試験分析目的で特定有害廃棄物等を輸入する場合には、バーゼル法に基づく外為法の輸入
承認手続を簡素化。 

 
 本報告書は法制定以来初の制度見直し。早急なバーゼル法改正を含む所要の制度整備を期待。 
 バーゼル法の実効性を確保すべく、定期的な規制の見直しを実施。 
 見直しにあたっては、バーゼル条約とWTO協定への適合、抑止力の確保、シップバックへの対応、リ
ユース品の扱いなどの課題に留意。 

 バーゼル法の見直しに併せ、必要に応じて廃棄物処理法も一体的に見直し。 
 
 
 
 
 
 

今後の課題 
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